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スペインの労働市場の「二重構造」問題とは 

スペインはここ数年、実質 GDPが前年比 2％台半ば～4％強で増加するなど欧州主要

国で最も高い経済成長を遂げており、つれて一時 25％を超えていた失業率は 10％台前

半まで低下した（図表 1）。高成長の原動力の一つは 2012～2013年の労働市場改革であ

り、賃金決定等における企業側の柔軟性向上により単位労働コストが低下し、対外競争

力が向上したとされる1。 

しかし、失業率の低下や単位労働コストの抑制が実現しても、スペインの労働市場に

は幾つかの課題が残っている。その中でも大きいのが、雇用全体に占める有期雇用の比

率が 25％超と欧州連合（EU）加盟国の中で最も高いなど、労働市場に「二重構造」が

あることだ（図表 2）。有期雇用は無期雇用より不安定で各種待遇も劣るため、「二重構

造」はその存在自体が社会的厚生を損なうが、加えて経済成長の観点からは、労働生産

性の向上を妨げるという問題も指摘できる2。具体的には、企業側が有期雇用者に OJT

の機会を十分に与えず、能力開発投資も行わない傾向があるうえ、有期雇用者自身も特

定企業の技能を身に付ける意欲が乏しいとされている3。 

スペイン経済が今後も高成長を持続するためには、こうした労働市場の「二重構造」

を解消し、労働生産性を引き上げる必要がある。そこで以下では、「二重構造」が生じ

た経緯やその解消に向けた取り組みを振り返り、それらを巡る論点を簡単にまとめた。 

図表 1：スペインの実質 GDP 成長率と失業率の推移     図表 2：EU 加盟国の有期雇用の比率（2018 年末） 

≪主要国、上位 5 ヵ国≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 IMF (2015), pp.5-6および橘高(2017), p.5 
2 IMF (2018), p.15 
3 IMF (2017b), p.17, and European Commission (2017), p.38 
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「二重構造」発生の経緯とその解消に向けた取り組み 

スペインで有期雇用比率が高まったきっかけは、1984 年の労働法改正にまで遡る。

この法改正では雇用創出を目的として、有期雇用契約の利用可能な業種（それまでは農

業・建設業・観光業のみ）に製造業が加えられたが、その結果、同契約が一気に普及し、

雇用全体に占める有期雇用の比率が 30％超まで上昇した。この頃から労働市場の「二

重構造」が問題視されるようになった4。 

その後、2007～2009 年に有期雇用比率は 25％程度まで急低下したが（図表 3）、これ

はグローバル金融危機による景気悪化で、期限満了時に有期雇用者が継続雇用されない

「雇い止め」が大量に生じたためであった。雇用の不安定性という有期雇用契約のリス

クが一気に顕在化したといえる。 

こうした事態を受けて、スペイン政府は「二重構造」の解消に向けた取り組みを具体

化させた。まず 2010 年の労働法改正で、有期雇用契約の企業側の利点を減じるべく、

有期雇用者の「雇い止め」時に支払う最低補償金が引き上げられた5。次に 2012～2013

年の労働市場改革では、有期雇用契約の延長制限（最長 2 年）が再導入され6、さらに

無期雇用契約の企業側の利点を強めるべく、無期雇用者の解雇手当の引き下げ7、およ

び中小企業（従業員 50人未満）向けの同契約促進策の導入8が行われた。 

 

「二重構造」解消に向けた取り組みの効果は限定的 

これらの取り組みは当時、有期雇用から無期雇用への移行を促すのにある程度の効果

があったと評価されたが9、それでも有期雇用比率を引き下げるには力不足であった。

すなわち、2014 年頃からの景気回復局面において無期雇用者は増加傾向に転じたが、

有期雇用者も人数ベースでほぼ同程度の増加を示したため（図表 4）、結果的に有期雇 

図表 3：スペインの失業率と有期雇用比率の推移      図表 4：スペインの有期雇用者と無期雇用者の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4 畠山・清水(2014), pp.59-60 and p.65. 
5 従来は「勤務 1年間につき給与 8日分」であったが、2012年「同 9日分」、2013年「同 10日分」、2014

年「同 11日分」、2015年以降「同 12日分」に引き上げられた（Clauwaert et al. (2016), pp.2-3）。 
6 延長により累計勤務期間が 2 年を超えた有期雇用契約は無期雇用契約とみなされることになった。本施

策は 2010年の労働法改正で導入されたが、2011年に一旦 2014 年まで適用停止となっていた。2012年に

なり、その適用停止が前倒しで解除された（Clauwaert et al. (2016), pp.1-5）。 
7 解雇時点の勤務期間 1 年につき給与 45 日分（最大 42 ヵ月分）から、同 33 日分（最大 24 ヵ月分）に減

額された（IMF (2015), p.6）。 
8 無期雇用契約の当初 1 年間が試用期間とみなされ、解雇手当なしで解雇可能になった。また、研修生契

約の適用上限年齢が 25 歳未満から 30 歳未満に引き上げられるとともに、同契約で一定の条件を満たす

場合、企業負担の社会保障掛け金が減額されることになった（Clauwaert et al. (2016), p.5）。 
9 IMF (2017a), p.46 
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用比率は緩やかながらも上昇する形となった。この上昇傾向が頭打ちとなるのは、よう

やく 2018年頃になってからである（前掲図表 3）。 

このように 2010年の労働法改正や 2012～2013年の労働市場改革は必ずしも十分でな

かったが、にもかかわらず、それ以降は 2018 年まで、これといった追加的な取り組み

はなされなかった。実際、2014 年 7 月に「二重構造」改善に向けた包括的方針に政労

使の三者が合意したが、その後、同方針は具体化しなかった10。また、2017年初めにも、

「二重構造」解消を含む形で「雇用の質的向上」を目指した政労使の三者合意がみられ

たが、これも結局、具体的な施策提案にまで至らなかった11。 

2018年になり、7月に政府が公表した「労働市場の適正化に向けた行動計画」に、有

期雇用契約を乱用している企業に対する当局の指導強化が盛り込まれた12。有期雇用比

率の上昇傾向が頭打ちになったのはこの施策の効果とみられ、欧州委員会からも一定の

評価を受けた13。ただし、同委員会が EU 加盟各国に毎年提示する改善要請事項の最新

版（2019 年 6 月公表）をみると、無期雇用契約の促進に向けた他の施策は効果が限定

的であり、「二重構造」改善は引き続き課題であると明記されている14。  

 

求められるのはより抜本的な取り組み 

以上を踏まえると、労働市場の「二重構造」解消に向けてスペイン政府に現在求めら

れるのは、当局の指導強化といったレベルにとどまらず、2012～2013 年に断行した労

働市場改革をも超えるような抜本的な施策といえる。具体的には、国際通貨基金（IMF）

の提案にみられるように15、有期雇用契約と無期雇用契約の待遇格差を一気に縮めるべ

く、両契約を統合した新たな無期雇用契約（解雇手当は雇用期間に応じて徐々に増額す

るように調整）16を導入することや、オーストリア型の「退職金持ち歩き制度17」を採

用することなどが挙げられよう。また、無期雇用契約の普及を妨げている要因として、

解雇実務における法律上・行政上の不確実性が指摘されることから、それらを改善すべ

く、例えば集団解雇が無効となる事由をあらかじめ明確化・簡素化することも、相応に

有効な施策と思われる。 

ここで挙げた「有期・無期雇用契約の統合」や「オーストリア型の『退職金持ち歩き

制度』の採用」はかなり大胆な改革案であるが、冒頭でもみたように、スペイン労働市

場の「二重構造」はかねてより EU内で最悪の状況にあり、もはやそうした一種の劇薬

を検討すべき時ではないかと思われる。 

                                                   
10 European Commission (2016), p.42, and European Commission (2017), p.38 
11 European Commission (2018b), p.5 
12 Government of Spain (2018), pp.20-23 and pp.62-63. この施策を受けて、労働局の調査担当者は 23％増にな

った（European Commission (2018c), p9）。 
13 欧州委員会のスペインに対する年次報告書では、「有期雇用から無期雇用への移行促進」に関する評価が、

「限定的な進捗」（2018年 3月）から「ある程度の進捗」（2019年 2月）へ小幅改善した（European Commission 

(2018a), p.65, and European Commission (2019a), p.75）。 
14 European Commission (2019b), pp.4-5 and p.8 
15 IMF (2017a), p.17, and IMF (2018), p.15 
16 なお、採用や離職に季節性がある一部の業種（例：観光、農業）については、例外的に別種の（有期）

雇用契約を許容することが提案されている。 
17 労働者が退職金（解雇手当も含む）の受給権を転職先に引き継げるよう、企業側に共通基金の設置が義

務付けられている。2003 年に導入された。転職の有無・回数や雇用契約の種類にかかわらず、退職金は

累計勤務期間に応じて蓄積される（馬場（2009）p.57）。 
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スペインでは去る 4 月 28 日に総選挙が行われ、現在も政権協議中ながら次期政権は

現与党の社会労働党を中軸としたものになる見込みである。中道左派の同党が果たして

抜本的な労働市場改革に踏み切ることができるのか、引き続き注目していきたい。 

 

以 上 
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